
ひとり暮らし高齢者などを主な対象に、ボタンひとつで消防署に繋がる機器を貸し出し、緊急による
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 救助活動を行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯や介護 ○令和２年４月～令和３年３月：緊急通報システムを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る
者が就労等で１２時間以上不在となる方の世帯を対象に１月５００円の利用料（ただし世帯の生計中心者の ○対象者の把握方法
市民税が非課税または均等割りのみ課税若しくは合計所得金額１２５万円以下の時は無料）で緊急による救 当該年度 ・地域ケア会議の実施
助活動を行うためにボタンひとつで消防署に繋がる緊急通報システム機器を貸与、設置する。　　　　　　 執行計画 ・各高齢者なんでも相談室職員や市ケースワーカー、看護職等による訪問時

(3)事業内容 内　　容 平成３２年度（令和３年１月予定）から消防指令業務指令室が１０市で共同運用され、現在、西消防署に設 ・民生委員等との連携
置する緊急通報システムの運用が困難となることから、平成３２年度以降は、警備会社への民間委託を行う ○民間事業者への切り替えに向けて
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 緊急通報システムの設置者数 想定値 480当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100 100
活の維持向上を図る。

令和 3年度 令和３年１月に予定されている消防指令業務共同運用の開始に伴い、緊急通報システムを民間委託し、引続き緊急通報システム 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
が利用できる基盤を整え、在宅生活の維持向上を図る。

令和 4年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
活の維持向上を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（電池等） 93 消耗品費（電池等） 27 緊急通報システム事業業務委託料 10,722 緊急通報システム事業業務委託料 10,722
機器修繕費 25 機器修繕費 13
緊急通報システム設置費 906 緊急通報システム設置費 317
緊急通報システムリース料 4,417 緊急通報システム賃借料（違約金含む） 2,525

消防センター通話料 57
＊ 通信運搬費 83
＊ 緊急通報システム事業業務委託料 8,917

実施内容 ＊ 緊急通報システム　センター装置移設工 65

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,441 合　　計 12,004 合　　計 10,722 合　　計 10,722
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,961 11,614 10,332 10,332

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 480 □特会 ■受益 □基金 □その他 390 □特会 ■受益 □基金 □その他 390 □特会 ■受益 □基金 □その他 390
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 696 696 696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,145 12,700 11,418 11,418
(11)単位費用

12.8千円／人 26.46千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

在宅のひとり暮らし高齢者などを対象に、ボタン１つで消防署につながる機器を貸出し、危険や疾病による事故を未然に ○①事前確認での想定どおり
防ぐ必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,700 △6,555
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△106.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.79

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 511 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 緊急通報システムの充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,700 千円 (うち人件費 696 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 在宅の



・生活支援の観点から、介護保険外のサービス提供が必要な高齢者を対象に、効果的な介護予防・
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 生活支援サービスの総合調整や地域ケアの総合調整を行うため、地域ケア会議を開催する。高齢者のニーズ
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 に対応した各種健康福祉サービスが総合的に受けられるように各種機関との連絡調整等を行う。
１.地域ケア会議の内容：①個別課題の解決（個別ケースの情報共有と支援に関すること）②地域包括支援 実施方法①高齢者なんでも相談室の主催により、高齢者なんでも相談室等が実施した実態把握や民生委員の
ネットワーク構築（地域の関係機関等との連携促進に関すること）③地域課題の発見・把握④地域づくり・ 地区訪問から把握した支援を必要とする高齢者について、情報の共有を行い、ケース検討やサービスの調整
資源開発（地域に必要な資源の創出に関すること）⑤政策形成（地域課題の集約、必要な基盤整備等にかん 当該年度 等を行う地域ケア会議を開催する。②高齢者なんでも相談室の主催により、個別ケースの課題解決のために
すること　２.実施方法：①高齢者なんでも相談室が実施した実態把握や関係者からの依頼に基づき、支援 執行計画 、関係者や専門職等を招集し、課題解決を図るための地域包括ケア会議を開催する。③地域包括ケア会議か

(3)事業内容 内　　容 が必要な高齢者を特定し、ケース検討やサービスの調整等行う。②介護支援専門員との連携、相談・指導を ら出た地域課題や政策形成課題が出された際には、市高齢者支援課が地域包括ケア推進会議を開催する。＜
行うとともに、ケア事例検討会の開催などを通じて居宅サービス事業者のサービスの質的向上を図る。また 政策＞市の主催により、高齢者の自立支援を目的とした自立支援型地域ケア会議を定期的に開催する。
、健康福祉サービスの調整等について必要な指導・助言を行う。③個別のケース検討等から地域課題を把握 相談対象延べ件数 想定値 1,150当該年度
する。３.出席者：民生委員、高齢者なんでも相談室、居宅介護支援事業者、保健・医療・福祉関係者、近 単位 件

活動結果指標 実績値隣住民等。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,100 1,150

令和 3年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,200

令和 4年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,250

主に民生委員とのサービス調整・情報交換を目的とした地域ケア会議、困難事例への支援を目的とした、関係者・機関（居宅介
(7)事業実施上の課題と対応 護支援事業者・介護サービス提供事業者等）との地域包括ケア会議を地区の高齢者なんでも相談室が必要に応じて開催している 代替案検討 ○有 ●無

。今後、市が主催する高齢者の自立支援を目的とした自立支援型地域ケア会議を開催していく必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地域ケア会議の開催 0 ＊ 地域ケア会議委員報償費 21 地域ケア会議委員報償費 21 地域ケア会議委員報償費 21
【地域ケア会議報酬費の歳入】
国38.5％（8千円）県19.25％（4千
円）保険料23％（4千円）

【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 52 パ会計年度（育休代替保健師）0.01人 38
実施内容 国25％、県12.5％、保険料23％、支払 【会計年度任用職員の歳入】

基金27％】 国25％（9千円）県12.5％（4千円）
(8)施行事項

費　　用 保険料23％（8千円）支払基金27％
（10千円）

予算(決算)額 合　　計 52 合　　計 59 合　　計 21 合　　計 21
国庫支出金 補助率 25 ％ 13 補助率 38.5 ％ 17 補助率 38.5 ％ 8 補助率 38.5 ％ 8
県支出金 補助率 12.5 ％ 6 補助率 19.25 ％ 8 補助率 19.25 ％ 4 補助率 19.25 ％ 4
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7 12 5 5

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 26 ■特会 □受益 □基金 □その他 22 ■特会 □受益 □基金 □その他 4 ■特会 □受益 □基金 □その他 4
換算人数(人) 0.19 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,672 1,740 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 52 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,724 1,799 1,761 1,761
(11)単位費用

1.5千円／件 1.56千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者ができるだけ元気な生活を送ることができるよう、多様な団体と連携し、サービスの総合調整や地域ケアの総合調 ○①事前確認での想定どおり
整を行うことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 会議のメンバーとして、民生委員や介護サービス提供事業者 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 、医療関係者、地域住民等の参加を想定。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,100 1,150 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,799 △75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 63.92

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 525 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域ケア会議の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,799 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 介護予防



ビスの種類や量を社会経済情勢の変化に応じ見直し、介護サービスを必要とする高齢者が、必要な
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 時に必要なサービスを利用し、住みなれた地域で自立した生活を営むことができる環境を整備する。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
・介護保険の理念である個人の尊厳を尊重し、住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう第７ 〇令和２年４月～３年３月：市民会議の開催（年６回開催予定）
期介護保険事業計画を推進し、確実な事業の実施を目指します。 〇第７期介護保険事業計画の進行管理を行うとともに、第８期介護保険事業計画を策定する。
・市民会議を開催し、第７期介護保険事業計画の進行管理を行います。 当該年度
・第８期介護保険事業計画を策定する。（令和２年度） 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市民会議の開催 想定値 6当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 3年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 4年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

介護保険の円滑な運営と第７期介護保険事業計画の推進
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・市民会議委員報酬 290 市民会議委員報酬 291 市民会議委員報酬 291 市民会議委員報酬 291
3500円×12人×3回＝126千円 3,500円×12人×3回＝126千円 3,500円×12人×3回＝126千円 3,500円×12人×3回＝126千円
・筆耕翻訳料164千円 筆耕翻訳料 筆耕翻訳料 筆耕翻訳料

25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円 25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円 25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円
＜★介護保険事業計画の推進★＞

＊ 第8期介護保険事業計画策定業務委託 2,510
＊ アンケート調査通信運搬費 788

実施内容 ＊ 市民会議委員報酬 126
3,500円×12人×3回＝126千円

(8)施行事項
費　　用 ＊ 筆耕翻訳料 165

25,000円×2時間×1.10×3回＝165千円

予算(決算)額 合　　計 290 合　　計 3,880 合　　計 291 合　　計 291
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 290 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,880 ■特会 □受益 □基金 □その他 291 ■特会 □受益 □基金 □その他 291
換算人数(人) 1.07 1.07 1.07 1.07
正職員人件費 9,416 9,309 9,309 9,309

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,706 13,189 9,600 9,600
(11)単位費用

3,235.33千円／回 2,198.17千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・法の規定により当該事業計画は、３年ごとに見直すことが義務付けられている。 ○①事前確認での想定どおり
・介護サービスを必要とする高齢者が、必要な時に必要なだけサービスを利用することができる環境を整えるためには、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 常に介護サービスに対するニーズを的確に把握する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・政策評価の視点から目標（計画）値に対する実績の評価分析を行い、計画期間における政策目標を掲げ、この目標を実 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

現するために具体的な施策を明らかにすることが、サービスの向上には必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 公募委員を含む市民会議を開催し、市民の意見を計画策定に ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 反映している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,189 △3,483
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△35.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.76

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 545 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険事業計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,189 千円 (うち人件費 9,309 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７次健康福祉総合計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サー



利用で 認知症の人が住みなれた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症の正しい理解や認知症の人
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 とその家族への支援などを地域で推進できる見守り支援体制づくりを行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
①地域で認知症の人とその家族を支え、だれでも暮らしやすい地域を実現できるよう、多くの認知症サポー ①出前講座等で認知症サポーター養成講座の依頼があった場合に、キャラバン・メイトの派遣調整を行う。
ターを養成する。 ②各高齢者なんでも相談に認知症に関するコーディネーターを担う人材（認知症地域支援推進員研修等を受
②認知症に関する相談の充実や地域の認知症支援ネットワークの構築のため、認知症に関するコーディネー 当該年度 講した専門職）を配置する。
ターを担う人材を配置する。 執行計画 ③「認知症の方の家族のつどい」を定期開催していく。

(3)事業内容 内　　容 ③認知症の人を介護している家族の孤立防止や精神的負担を軽減するため、介護する家族の集いにより情報 ④「認知症カフェ」の普及啓発を行う。補助事業を実施し運営を推進する。
交換や交流を図る。 【政策】⑤高齢者見守りシールを活用した探索サービスを実施する。
④認知症の人とその家族、地域住民が気軽に集える「認知症カフェ」の設置を推進する。 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 想定値 10,470当該年度
【政策】⑤認知症の人を介護している家族の精神的負担を軽減するため、徘徊行動のある認知症高齢者の探 単位 人

活動結果指標 実績値索サービスを実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 10,431 12,030

令和 3年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 13,630

令和 4年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 15,230

認知症に関するコーディネーターを担う人材を各高齢者なんでも相談室に配置できるよう、高齢者なんでも相談室の職員は、適
(7)事業実施上の課題と対応 宜、認知症地域支援推進員や千葉県認知症コーディネーター等の研修を受講していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 ラベルシール４０枚×１０セット 21
認知症キャラバンメイト報償費 13 認知症キャラバンメイト報償費 10 認知症キャラバンメイト報償費 10 認知症キャラバンメイト報償費 10
消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 130 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 157 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 157 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 157
消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 35 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 16 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 16 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 16
認知症啓発用消耗品 103 認知症啓発用消耗品 106 認知症啓発用消耗品 106 認知症啓発用消耗品 106

通信運搬費（オレンジリング送料） 8 通信運搬費（オレンジリング送料） 8 通信運搬費（オレンジリング送料） 8
＊ 新規認知症カフェ事業運営補助 402 新規認知症カフェ事業運営補助 402 新規認知症カフェ事業運営補助 402 新規認知症カフェ事業運営補助 402

実施内容 通信運搬費（オレンジリング送料） 7 ＊ ラベルシール４０枚×１０セット 40 ラベルシール４０枚×１０セット 40 ラベルシール４０枚×１０セット 40
＊ 認知症見守りシール初期導入費 39

(8)施行事項
費　　用 【上記認知症事業の歳入】

臨時看護師等賃金・交通費 409 国38.5％（316千円）県19.25％（158
（育休代替分） 千円）保険料23％（188千円）一般財源
【臨時看護師等賃金・交通費の歳入は （159千円）
国25％、県12.5％、保険料23％
支払基金27％】 パ会計年度（育休代替保健師）0.08人 304

【会計年度任用職員の歳入】
国25％（76千円）県12.5％（38千円）

【サポーター養成テキスト費 保険料23％（69千円）支払基金27％
１３０千円は、補助対象外】 （82千円）一般財源（39千円）

予算(決算)額 合　　計 1,120 合　　計 1,103 合　　計 760 合　　計 760
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 325 補助率 38.5 ％ 383 補助率 38.5 ％ 292 補助率 38.5 ％ 292
県支出金 補助率 19.25 ％ 162 補助率 19.25 ％ 191 補助率 19.25 ％ 146 補助率 19.25 ％ 146
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 296 195 148 148

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 337 ■特会 □受益 □基金 □その他 334 ■特会 □受益 □基金 □その他 174 ■特会 □受益 □基金 □その他 174
換算人数(人) 0.21 0.29 0.29 0.29
正職員人件費 1,848 2,523 2,523 2,523

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 409 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,968 3,626 3,283 3,283
(11)単位費用

0.28千円／人 0.35千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者は2025年には全国推計で700万人以上を超え、約半数が在宅介護を受けていると予測されている。認知症の ○①事前確認での想定どおり
症状の悪化には医療的な要因のみならず環境要因も大きく、また本人や家族の身体的・精神的負担も大きいと言われてい ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。より多くの人が正しい認知症の理解し適切な対応を学ぶことや、認知症の人とその家族が孤立しないよう交流できる ○要
   背景は？(事業の必要性) 場をつくるなど地域で見守り支援する仕組みづくりを推進することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

活を送ることが可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症サポーター養成講座を受講した市民に活動に参加して ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り もらう。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10,431 12,030 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,626 △658
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△22.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 331.77

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1902 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症地域支援推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,626 千円 (うち人件費 2,523 千円）⑦事業費
総事業費 1,229 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを



高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられ
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ます。高まるニーズに対応するため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が生活支
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 援サービスを提供できる基盤の整備を図るとともに、高齢者の社会参加の推進を一体的に図ります。
高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増している。高まるニ 〇第１層協議体：多様な主体が参加する協議体を運営し、市全域に関する生活支援サービスの体制整備を推
ーズに対応するため、ボランティア、NPO、市民団体、民間企業、自治会等の多様な主体が提供する生活支 進するための協議・活動を行う。市内の社会資源をまとめた情報冊子「高齢者のための日常生活困ったとき
援サービスの創出・充実を推進していくため生活支援コーディネーターを配置する。市全域を対象とした第 当該年度 ガイド」改訂版を発行する。〇第２層協議体：日常生活圏域ごとに設置している第２層協議体において、さ
１層協議体を設置し多様な主体が委員となり、生活支援に関する課題の協議、定期的な情報共有、連携強化 執行計画 さえあい活動の充実と、新たな生活支援サービスの創出に向けた取り組みを推進する。＜政策＞〇第２層協

(3)事業内容 内　　容 を行う。また日常生活圏域ごとに活動する第２層協議体を設置し、生活支援コーディネーターを中心に、日 議体：５つの第２層協議体に加え、新たに１カ所の協議体を設置する。
常生活圏域内のニーズ把握や関係者のネットワーク化、生活支援サービスの充実と創出を推進する。

協議体会議の開催回数（第１層　第２層） 想定値 57当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービス・活 箇所 5 5
動の件数

令和 3年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービス・活 箇所 6
動の件数

令和 4年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービス・活 箇所 9
動の件数

地域の実施されている生活支援サービス・活動に参加する担い手や元気な高齢者の参加が少ない為、生活支援体制整備事業の周
(7)事業実施上の課題と対応 知と地域参加を推進することが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 541 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 872 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 636 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 636
（1箇所） （1箇所） （1箇所） （1箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 640 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 525 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 630 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 630
（5箇所） （5箇所） （6箇所） （6箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 105 ＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 3,872 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 3,872
（1箇所） （生活支援コーディネーター配置） （生活支援コーディネーター配置）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,181 合　　計 1,502 合　　計 5,138 合　　計 5,138
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 454 補助率 38.5 ％ 578 補助率 38.5 ％ 1,978 補助率 38.5 ％ 1,978
県支出金 補助率 19.25 ％ 227 補助率 19.25 ％ 289 補助率 19.25 ％ 989 補助率 19.25 ％ 989
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 229 290 990 990

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 271 ■特会 □受益 □基金 □その他 345 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,181 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,181
換算人数(人) 0.3 0.3 0.32 0.32
正職員人件費 2,640 2,610 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,821 4,112 7,922 7,922
(11)単位費用

201.11千円／回 72.14千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられる。そのため ○①事前確認での想定どおり
、介護保険制度でのサービス以外に、市の在宅生活支援事業でのサービスも提供しているところであるが、それに加えて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 互助を基本とした生活支援サービスが拡充・創出される取組を積極的に進めていく必要がある。また、元気な高齢者が担 ○要
   背景は？(事業の必要性) い手となることで自らの健康寿命の延伸につながる仕組みづくりが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民やボランティア団体、ＮＰＯ団体などの民間のサービス ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 提供主体と共に生活支援サービスの拡充や創出を推進してい ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り く。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,112 △291
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△7.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.12

箇所 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2188 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 生活支援体制整備事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,112 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で


